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令和５年２月１０日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和３年（ワ）第３１８６６号 損害賠償請求事件（本訴） 

令和４年（ワ）第１０９４５号 損害賠償請求事件（反訴） 

口頭弁論終結日 令和４年１２月８日 

判       決 5 

 

  原告（反訴被告） Ａ 

（以下「原告」という。） 

    被告（反訴原告）        株 式 会 社 ユ チ ュ ブ る 

（以下「被告会社」という。） 10 

 被告（反訴原告）      Ｂ 

（以下「被告Ｂ」という。） 

    上記２名訴訟代理人弁護士        山 本 和 広 

    同訴訟復代理人弁護士        中 野 雄 太 

主       文 15 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 原告は、被告会社に対し、１２万円及びこれに対する令和４年１月５日から支

払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 

３ 原告は、被告Ｂに対し、１２万円並びにうち６万円に対する令和３年１２月２

日から及びうち６万円に対する同月２３日から各支払済みまで年３パーセントの20 

割合による金員を支払え。 

４ 被告らのその余の請求をいずれも棄却する。 

５ 訴訟費用は、本訴反訴を通じ、原告に生じた費用の１０分の７、被告会社に生

じた費用の１０分の７及び被告Ｂに生じた費用の５分の４を原告の負担とし、原

告に生じた費用の１０分の２及び被告会社に生じた費用の１０分の３を被告会社25 

の負担とし、原告及び被告Ｂに生じたその余の費用を被告Ｂの負担とする。 
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６ この判決は、第２項及び第３項に限り、仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 本訴 

⑴ 被告らは、原告に対し、連帯して、２３０万円及びこれに対する令和３年5 

１１月２６日から支払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 

⑵ 被告会社は、原告に対し、３万３０００円及びこれに対する令和４年１月

２９日から支払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 

 ２ 反訴 

  ⑴ 原告は、被告会社に対し、１２１万円並びにうち５５万円に対する令和３10 

年１２月２日から、うち２２万円に対する同月２３日から及びうち４４万円

に対する令和４年１月５日から各支払済みまで年３パーセントの割合による

金員を支払え。 

  ⑵ 原告は、被告Ｂに対し、７７万９４０５円並びにうち５５万９４０５円に

対する令和３年１２月２日から及びうち２２万円に対する同月２３日から各15 

支払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の要旨 

本訴は、原告が、被告会社との間で、オンライン動画共有プラットフォーム

であるＹｏｕＴｕｂｅ上に開設された、「（チャンネル名は省略）」のチャンネ20 

ル名のＹｏｕＴｕｂｅチャンネル（以下「本件チャンネル」という。）に、原

告が出演する動画を被告会社が有償で編集し、アップロードをする旨の合意を

し、被告会社が同合意に基づく業務を行っていたことに関し、①被告らは、本

件チャンネルと紐づけされているＧｏｏｇｌｅアカウント（以下「本件アカウ

ント」という。）のパスワードを原告の承諾なく変更し、原告の権利を違法に25 

侵害したとして、被告らに対し、民法７０９条及び７１９条に基づき、連帯し
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て、原告が被った損害２０５万円及びこれに対する不法行為の後の日である令

和３年１１月２６日から支払済みまで民法所定の年３パーセントの割合による

遅延損害金の支払を求め、②被告らは、令和３年１１月２６日以後、原告の承

諾なく被告会社のウェブサイト上に原告の容姿が表示された動画のサムネイル

（別紙サムネイル目録記載の各サムネイル。以下「本件各サムネイル」とい5 

う。）を掲載し続け、本件各サムネイルに係る原告の肖像権を侵害したとして、

被告らに対し、民法７０９条及び７１９条に基づき、連帯して、慰謝料２５万

円及びこれに対する不法行為日である令和３年１１月２６日から支払済みまで

上記割合による遅延損害金の支払を求め、③被告会社は、原告との間の合意に

基づいて、原告が制作し、被告会社が編集した未公開動画（別紙未公開動画目10 

録記載の動画。以下「本件未公開動画」という。）のデータを引き渡す等の義

務を負っていたにもかかわらず、これを履行していないなどとして、被告会社

に対し、債務不履行に基づき、原告が被った損害３万３０００円及びこれに対

する訴状送達の日の翌日である令和４年１月２９日から支払済みまで上記割合

による遅延損害金の支払を求める事案である。 15 

反訴は、①被告会社が、原告は、メッセージアプリＬＩＮＥ上に作成された

グループ内において、別紙投稿目録記載１及び２の投稿（以下、順に「本件投

稿１」、「本件投稿２」といい、本件投稿１のうち下線部の表現を番号順に「本

件投稿１－①」などという。）並びにＧｏｏｇｌｅ Ｍａｐ上の被告会社のレ

ビュー欄に別紙投稿目録記載３の投稿（以下、「本件投稿３」といい、本件投20 

稿３のうち下線部の表現を番号順に「本件投稿３－①」などという。）をして

被告会社の名誉を毀損したとして、原告に対し、被告会社が被った無形損害合

計１２１万円並びにうち５５万円に対する不法行為日（本件投稿１の投稿日）

である令和３年１２月２日から、うち２２万円に対する不法行為日（本件投稿

２の投稿日）である同月２３日から及びうち４４万円に対する不法行為日（本25 

件投稿３の投稿日）である令和４年１月５日から、それぞれ支払済みまで民法
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所定の年３パーセントの割合による遅延損害金の支払を求め、②被告Ｂが、原

告は、本件投稿１及び２をして被告Ｂの名誉を毀損し、又は被告Ｂを侮辱した

として、原告に対し、民法７０９条に基づき、被告Ｂが被った損害合計７７万

９４０５円並びにうち５５万９４０５円に対する不法行為日（本件投稿１の投

稿日）である令和３年１２月２日から及びうち２２万円に対する不法行為日5 

（本件投稿２の投稿日）である同月２３日から、それぞれ支払済みまで上記割

合による遅延損害金の支払を求めた事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに後掲証拠（以下、書証番号は特

記しない限り枝番を含む。）及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実）

⑴  当事者等 10 

ア 原告は、東京弁護士会所属の弁護士であり、かつ、ＹｏｕＴｕｂｅにお

いて動画を配信するＹｏｕＴｕｂｅｒである（弁論の全趣旨）。 

イ 被告会社は、ＹｏｕＴｕｂｅ用の動画編集業務等を行う会社であり、  

被告Ｂは、被告会社の代表取締役である。 

⑵ 本件チャンネル開設の経緯 15 

  原告は、ＹｏｕＴｕｂｅを立ち上げた経験がなく、インターネットの操作

をすることが苦手だったため、被告Ｂにチャンネルの開設を依頼し、被告Ｂ

が、被告会社名義で本件アカウントを作成し、これと紐づくものとして本件

チャンネルを開設した。 

⑶ 動画の制作、編集及びアップロードの流れ 20 

原告及び被告会社は、令和２年３月頃、被告会社が、原告が出演する動画

を編集してこれを本件チャンネルにアップロードし、原告が、被告会社に対

し、上記業務の報酬として、動画１本につき３万円を支払う旨合意した。 

 上記合意に基づいて、原告は、アップロードする動画の内容を企画し、被

告Ｂは、原告が出演する動画を撮影及び編集し、いったん一部の関係者に対25 

してのみ公開される限定公開設定にしたまま本件チャンネルに動画をアップ



5 

 

ロードして、原告から編集後の動画を公開する承諾が得られたら、これを誰

でも閲覧することができる公開設定にするという流れで動画の作成及び編集

作業を行っていた（弁論の全趣旨）。 

⑷ 本件アカウントのパスワードの変更（甲９，１０、弁論の全趣旨） 

 ア 原告は、令和３年７月頃から、前記⑶の報酬が高額であると思うように5 

なり、これよりも低い報酬でＣ（以下「Ｃ」という。）に動画の編集を依

頼するようになった。 

原告は、Ｃが自ら編集した動画を本件チャンネルにアップロードできる

ようにするため、被告Ｂに対し、Ｃにも本件チャンネルを管理させること

を提案したところ、被告Ｂは、これを承諾し、本件アカウントのパスワー10 

ドをＣに教え、Ｃが制作・編集した動画を本件チャンネルに投稿すること

を許可した。 

 イ Ｃは、令和３年１１月２２日、被告会社に事前の相談をすることなく、

本件チャンネルの収益化の手続をするため、二段階認証設定をしたことに

より、被告会社が本件アカウントにログインできない状態となった。 15 

ウ 被告Ｂは、令和３年１１月２４日、本件アカウントのパスワードを変更

した。 

原告は、被告Ｂに対し、本件アカウントのパスワードを教えるよう求め

たところ、被告Ｂは、原告及びＣにパスワードを教えることを拒否したが、

原告の事務所のパソコンにパスワードを記憶させ、原告が事務所のパソコ20 

ンから本件アカウントにログインできるようにすることを提案し、原告は

これを承諾した。 

⑸ 本件契約書の作成 

被告Ｂは、令和３年１１月２４日、前記⑷ウの後、原告に対し、前記⑶の

被告会社と原告との間の動画編集に関する合意について、契約書を作成する25 

ことを提案し、原告はこれを承諾した。 
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本件においては、原告及び被告会社の署名押印のある令和３年１１月２４

日付け「映像制作、アカウント運用に関する業務委託契約書」と題する契約

書（以下、「本件契約書」といい、同契約書記載の契約を「本件契約」とい

う。）が存在しているところ、本件契約書においては、原告の事務所を「甲」

といい、被告会社を「乙」というとした上で、９条２項（２頁目）には、5 

「甲は、乙が自社のＨＰなどに広報・宣伝目的として、甲の制作した動画の

実績を掲載することを許可する。また、甲は、乙が本チャンネルのアカウン

ト所有者であることを認める。」との記載がある（乙１、弁論の全趣旨）。た

だし、本件契約書の２頁目及び３頁目が真正に成立したか否かについては当

事者間に争いがある。 10 

⑹ 本件未公開動画のアップロード 

被告会社は、令和２年３月９日から令和３年７月１２日までの間、複数の

動画を本件チャンネルにアップロードし、限定公開設定から公開設定にした

が、本件未公開動画に関しては、これを同年４月２１日アップロードしたも

のの、同動画を限定公開設定のままとしている（甲３、乙９）。 15 

  ⑺  本件各サムネイルの掲載 

被告会社は、令和３年１１月２６日から、本件チャンネルに投稿された動

画の一場面を切り取ったサムネイル画像である本件各サムネイルを被告会社

のＹｏｕＴｕｂｅ用動画の制作実績として被告会社のウェブサイトに掲載し

た（甲５）。 20 

⑻ 原告のＬＩＮＥグループへの投稿 

  原告及び被告Ｂは、ＬＩＮＥ上に作成された、「Ｆ」という名称のグルー

プ（以下「本件グループ」という。）のメンバーであったところ（ただし、

被告Ｂは令和３年１１月２６日、本件グループのメンバーから除外された。）、

原告は、同グループにおいて、令和３年１２月２日に本件投稿１をし、同月25 

２３日に本件投稿２をした。なお、同グループには、本件投稿１の投稿時に
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１９７人のメンバーが、本件投稿２の投稿時に２００人のメンバーが、それ

ぞれ在籍していた。 

⑼ 原告のＧｏｏｇｌｅ Ｍａｐへの投稿 

  原告は、令和４年１月５日、Ｇｏｏｇｌｅ Ｍａｐ上で表示される被告会

社に関するレビューとして、本件投稿３を投稿した。 5 

３ 争点 

  ⑴ 本訴請求について 

   ア 本件アカウントのパスワード変更による権利侵害の成否等（争点１） 

   イ 本件各サムネイルの掲載による肖像権侵害の成否等（争点２） 

   ウ 被告会社の本件未公開動画のデータ引渡等義務の存否及び義務違反の有10 

無（争点３） 

   エ 原告の損害の発生及び損害額（争点４）                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        

  ⑵ 反訴請求について 

   ア 本件投稿１－①ないし１－④、本件投稿２及び本件投稿３による名誉毀

損の成否（争点５） 15 

   イ 本件投稿１－⑤及び１－⑥並びに本件投稿２による人格的利益侵害の成

否（争点６） 

   ウ 公共の利害に関する事実に係り、その目的が専ら公益を図ることにあり、

摘示された事実がその重要な部分について真実であることによる抗弁

（以下「真実性の抗弁」という。）の成否（争点７） 20 

   エ 被告らの損害の発生及び損害額（争点８） 

 ４ 争点に関する当事者の主張 

  ⑴ 争点１（本件アカウントのパスワード変更による権利侵害の成否等）につ

いて 

   （原告の主張） 25 

   ア 被告らは、令和３年１１月２４日、原告の承諾なく本件アカウントのパ
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スワードを変更した上で、本件チャンネルの管理者から原告及びその履

行補助者であるＣを排除し、その後の本件チャンネルの管理運用を不可

能とさせた。 

     原告が被告らから本件アカウントのパスワードを教えてもらえなければ、

原告がＣに制作及び編集作業を依頼した動画をＣがアップロードするこ5 

とができない。そのため、原告は、自己が管理権限を有する本件チャン

ネルによる収益を上げることができない状態となっている。 

   イ 被告らは、本件契約の存在を理由として、本件アカウントの所有者が被

告会社であるなどと主張している。 

     しかし、本件契約書の１頁目と４頁目については文書の真正な成立が認10 

められるものの、本件契約書の２頁目と３頁目には原告の契印がないか

ら、本件契約書の全体が真正に成立したとはいえない。したがって、２

頁目と３頁目は差し替えられた可能性があり、本件契約は有効に成立し

ていない。 

     また、仮に本件契約が有効であるとしても、本件契約は、原告にとって15 

何らメリットのない内容となっており、著しく不平等な内容の契約を締

結させるという暴利行為に当たるものであり、無効である。 

     さらに、仮に無効事由がないとしても、被告会社は本件チャンネルを管

理していないから、債務不履行があるといえ、原告は、令和３年１１月

２５日、被告Ｂを通じて、被告会社に対し、ＬＩＮＥにて「今まであり20 

がとうございました。とりあえず、今後は自分の管理するチャンネルに

移転します。」と契約解除の意思表示をしているため、本件契約は解除に

より終了している。 

  ウ したがって、被告らが本件アカウントのパスワードを変更したことに

より、原告が本件チャンネルを運営し集客する利益及び作成した動画を25 

自由に編集し管理する権利が侵害されたといえ、同行為について、被告
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らには故意又は過失が認められる。 

   （被告らの主張） 

    本件チャンネルは、被告Ｂが同人の電話番号を用いて被告会社名義のアカ

ウント（本件アカウント）を作成し、これと紐づくものとして開設したもの

であり、被告会社がその管理権限を有している。 5 

    また、原告と被告会社は、本件アカウントのパスワードを変更した後に、

本件契約書を作成したところ、同契約書の９条２項においても、原告が、被

告会社が本件アカウントの所有者であることを認める旨の条項があることか

ら、本件契約締結以前から本件アカウントの所有者が被告会社であったこと

が推認できる。なお、原告の本件契約の無効又は解除による終了の主張は争10 

う。被告会社に債務不履行はないし、原告による解除の意思表示もされてい

ない。 

    さらに、被告Ｂが本件アカウントのパスワードを変更したことには正当な

理由がある。すなわち、Ｃは、令和３年１１月頃、被告会社に相談すること

なく、本件チャンネルを収益化するため、本件アカウントに二段階認証設定15 

をするなどしたことから、被告Ｂが本件アカウントにログインできない状態

となり、被告Ｂは、同状態を回復するため、本件アカウントのパスワードを

変更したものである。 

    したがって、被告Ｂが本件アカウントのパスワードを変更したことは、何

ら原告の権利を侵害するものではなく、原告の主張は理由がない。 20 

  ⑵ 争点２（本件各サムネイルの掲載による肖像権侵害の成否等）について 

   （原告の主張） 

被告会社が同会社のウェブサイトに本件各サムネイルをアップロードする

際に、原告の同意があったことは認める。しかし、原告は、その後、本件各

サムネイルを公表することを中止するよう要求したものである。 25 

    また、本件契約は、前記⑴（原告の主張）イのとおり、無効事由があり、
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仮に無効事由がないとしても被告会社の債務不履行を理由に解除しているか

ら、遅くとも解除の効力が発生した後は、被告会社は本件各サムネイルを掲

載する権利を喪失した。 

    それにもかかわらず、被告らは被告会社のウェブサイト上に本件各サムネ

イルを掲載し続けたものであり、同行為は故意又は過失により原告の肖像権5 

を侵害するものといえる。 

（被告らの主張） 

 原告が被告会社に対し、本件各サムネイルの掲載をやめるよう要求したこ

とは認める。 

しかし、原告は、ＹｏｕＴｕｂｅｒとして、自らの容姿を不特定多数の者10 

に積極的に公開している。また、被告会社は、本件チャンネルを開設する際、

原告に対し、被告会社のウェブサイトに本件各サムネイルを制作実績として

掲載することを説明して了解を得ており、本件契約書の９条２項においても、

「甲は、乙が自社のＨＰなどに広報・宣伝目的として、甲の制作した動画の

実績を掲載することを許可する」とされていたから、原告は、被告会社に対15 

し、本件各サムネイルを被告会社のウェブサイトにアップロードすることを

承諾している。 

そして、前記⑴（被告らの主張）のとおり、本件契約には無効事由はなく、

また、原告により解除の意思表示がされたとしても同解除は有効ではないか

ら、本件契約は有効に存続しており、原告の承諾の効力は存続している。 20 

仮に、原告の承諾の効力が及ばず、原告の肖像権を侵害するものであった

としても、本件チャンネルにアップロードされた動画は、原告の依頼に基づ

いて被告会社が制作・編集し、原告の意思に基づいて投稿されたものであり、

被告会社は、本件チャンネルにおける動画を紹介するものとして、本件各サ

ムネイルを被告会社のウェブサイトに掲載したものである以上、原告に意図25 

されない形で掲載されたものであるともいえないから、原告の肖像権侵害は、
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社会的生活上受忍の限度を超えるとはいえず、違法性があるとはいえない。 

したがって、原告の肖像権侵害の主張は理由がなく、仮に、原告の肖像権

侵害があったとしても、同権利侵害に違法性があるとはいえない。 

⑶ 争点３（被告会社の本件未公開動画のデータ引渡等義務の存否及び義務違

反の有無）について 5 

 （原告の主張） 

  完成したＹｏｕＴｕｂｅ動画は、大衆の目に触れる状態で公開されて初め

て意味をなすものであるから、原告は、本件未公開動画に登場するＤ（以下

「Ｄ」という。）の逮捕を条件として、被告会社により本件未公開動画が公

開されることをもって、債務の履行となるものと認識しており、被告会社の10 

主張する限定公開設定の状態では債務が履行されたことにはならない。 

  また、被告らが、本件アカウントのパスワードを変更した後は、原告は本

件チャンネルを管理することができなくなったため、別のチャンネルを開設

し、動画をアップロードするようになった。この段階においては、もはや本

件チャンネルで本件未公開動画をアップロードすることは望めない状況とな15 

ったから、原告は、被告会社から本件未公開動画のデータの引渡しを受けさ

えすれば、債務の履行はあったものとみなすという認識であった。 

  なお、被告会社は、原告に本件未公開動画のデータを送付しているものの、

これは動画の確認のためのものである上、原告はスマートフォンで動画を確

認しただけで、ダウンロードはしていないので、結果的にデータの引渡しを20 

受けていない。 

したがって、被告会社は、本件未公開動画を公開することも、原告に本件

未公開動画を引き渡すこともしなかったものであるから、同動画の引渡義務

等の債務不履行となる。 

   （被告会社の主張） 25 

    被告会社が原告に対して本件未公開動画のデータ引渡等義務を負っていた
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との主張及びその義務に違反したとの主張については、いずれも否認する。 

そもそも、原告が主張する本件未公開動画のデータを引き渡す契約及びＤ

の逮捕を条件として動画の公開設定をする合意がいつ、どこで、どのように

されたのか不明である。 

また、被告会社は、本件未公開動画の編集内容について原告から了承を得5 

るため、令和３年４月２０日頃、本件未公開動画のデータを引き渡したもの

であるから、仮に被告会社が原告に本件未公開動画のデータを引き渡す義務

を負っていたとしても、これを履行している。 

さらに、被告会社は、本件チャンネルに動画をアップロードする債務を負

っているが、これを公開設定にする義務までは負っておらず、これをしなか10 

ったとしても債務不履行になることはない。なお、被告会社は、原告からの

依頼があれば本件未公開動画を公開することについて準備を整えていたが、

原告が上記データの引渡し後も同動画の編集内容に何らの返答もしていない

ため、これを公開していないにすぎない。 

したがって、原告の主張に理由はない。 15 

⑷ 争点４（原告の損害の発生及び損害額）について 

   （原告の主張） 

   ア パスワード変更行為による損害 

     原告は、本件アカウントのパスワードを変更したことにより、本件チャ

ンネルを運営することができなくなり、新たにチャンネルを開設し、デー20 

タを移管せざるを得なくなった。その際に、移管費用として原告が支払っ

た金額は５５万円である。 

     そして、本件チャンネル作成から１年半の間、被告会社に支払った１５

０万円の動画編集料や、着々と登録者数を積み重ねていった２２００人の

登録者数がリセットされたことによる損失、被告らが本件チャンネルを削25 

除せずに放置している状況により生じる視聴者分散の損失などを踏まえる
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と、被告らによる本件アカウントのパスワード変更により生じた原告の経

済的損失は少なく見積もっても１５０万円を下らない。 

     よって、原告は被告らに対し、不法行為に基づく損害賠償請求として２

０５万円の支払を求める。 

   イ 肖像権侵害による損害 5 

     原告は弁護士であり、何度も大きな詐欺事件を解決し、何度もテレビ出

演している。このように、原告は社会的信用性が求められる立場にあるた

め、自分の意図しない形で原告の容貌が掲載されることによる影響は少な

くない。このような原告の精神的苦痛を金銭に換算すると、その慰謝料額

は２５万円を下らない。 10 

   ウ 債務不履行による損害 

     原告は、令和３年夏頃、被告会社に本件未公開動画を編集し、同動画を

引き渡すよう依頼し、その頃、同動画の編集業務の報酬として３万３００

０円を支払った。しかし、被告会社は本件未公開動画を引き渡さないから、

原告は、上記報酬相当額の損害を被った。 15 

   （被告らの主張） 

    いずれも争う。 

⑸ 争点５（本件投稿１－①ないし１－④、本件投稿２及び本件投稿３による

名誉毀損の成否）について 

（被告らの主張） 20 

ア 本件投稿１－①について 

  本件投稿１－①は、「お金を払ったのに、これまで作成した動画のデー

タ引き渡し拒否」、「ＹｏｕＴｕｂｅ動画編集の引き渡し拒否」というもの

であり、これは被告Ｂが原告に対し何の理由もなく動画の引渡しを拒否し

ているとの事実を摘示するものである。 25 

  このような記載がされれば、被告Ｂが、原告に対して理由もなく動画を
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引き渡さず嫌がらせをするような人物であるとの印象を与えるから、被告

Ｂのみならず、同人が代表取締役を務める被告会社の信用も低下させるも

のである。 

  したがって、本件投稿１－①は、原告の故意又は過失により、被告らの

社会的評価を低下させるものである。 5 

イ 本件投稿１－②について 

  本件投稿１－②は、「チャンネルを人質とし、自分に仕事を回せという

脅迫に近い要求。」、「いくら管理しているからってチャンネルを人質に取

るのは相手の感情を逆撫でするの逆効果。詐欺師でもこんなことは知って

る。」というものであり、被告らが本件チャンネルにつき管理権限を有し10 

ていることを利用して、不当にも被告らに仕事を回させるという要求を実

現させようとするもので、脅迫罪の構成要件に該当し得る行為であり、詐

欺師でも行わないような悪質な行為であるとの事実を摘示するものである。 

  このような記載がされれば、詐欺案件に強い弁護士の目から見て、被告

らが犯罪行為に等しいような、詐欺師でも行わないような悪質な行為を行15 

ったとの印象を閲覧者に与えるものであるといえ、被告Ｂのみならず、同

人が代表取締役を務める被告会社の信用も低下させるものである。 

したがって、本件投稿１－②は、原告の故意又は過失により、被告らの

社会的評価を低下させるものである。 

ウ 本件投稿１－③について 20 

  本件投稿１－③は、「こいつの動画編集一本１０マンやで」、「１本１０

マンの編集料吹っかけてくる」というものであり、これは、被告会社が１

本の動画編集当たり１０万円という非常に高額な費用を請求するという事

実を摘示するものである。 

  このような記載がされれば、詐欺案件に強い弁護士の目から見ても、被25 

告会社が不当に高額な請求をする業者であるとの印象を閲覧者に与えるも
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のであり、被告Ｂのみならず、同人が代表取締役を務める被告会社の信用

も低下させるものである。 

  したがって、本件投稿１－③は、原告の故意又は過失により、被告らの

社会的評価を低下させるものである。 

エ 本件投稿１－④について 5 

  本件投稿１－④は、「契約書すらないのに、俺の著作権や肖像権は一切

無視」、「契約書はない」、「肖像権の放棄はない」、「契約書がなければ普通

に著作権は私ですよ」というものであり、これは、前記アの被告Ｂが原告

に対し何の理由もなく動画の引渡し等を拒否している事実を前提に、被告

らが、原告と契約書を取り交わしておらず、原告に著作権や肖像権の帰属10 

について説明や取り決めを行っていないという事実を摘示するとともに、

著作権や肖像権が原告に帰属するにもかかわらず、この点に関し被告らが

一切無視しているという論評を加えたものである。 

  このような記載がされれば、一般読者は、前記アのとおり被告らが理由

もなく本件未公開動画の引渡しを拒否しているという印象を抱くばかりか、15 

被告らが、契約書も作成せず、本件未公開動画の著作権や原告の肖像権に

ついて説明すら行わない態度をとる者であり、被告らが悪質であるとの印

象を抱くといえる。 

  したがって、本件投稿１－④は、原告の故意又は過失により、被告らの

社会的評価を低下させるものである。 20 

オ 本件投稿２について 

  本件投稿２は、被告Ｂを「詐欺師のくそ粘着」と記載したものであり、

これは、被告Ｂが粘着質な詐欺師であるという事実を摘示するものである。 

  このような記載がされれば、詐欺案件に強い弁護士の目から見て、被告

Ｂが詐欺師であるとの印象を閲覧者に与えるものであり、被告会社につい25 

ても、詐欺師が経営する会社であるとの印象を閲覧者に与えるといえる。 
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  したがって、これらの記載は、原告の故意又は過失により、被告らの社

会的評価を低下させるもので、被告らの名誉権を侵害する。 

カ 本件投稿３－①について 

  本件投稿３－①は、被告会社について、「サービスは他の業者の半分以

下の仕事で倍以上の値段をとるという印象」、「別の業者との比較ですが、5 

他の業者だと、値段は半分以下で音質もよく、フルで字を入れてくれます。

あきらかに値段とサービスが一致してませんね。」、「１本３万はサービス

に見合ってないというと(これでもやすくやってくれているそうな)」と記

載するものであり、被告会社が、競合他社と比較して、半分以下の品質の

サービスしか提供していないにもかかわらず、２倍以上の報酬を請求する10 

会社であり、サービスと報酬が釣り合っていないという事実を摘示するも

のである。 

このような記載がされれば、被告会社が質の悪いサービスしか提供せず、

他方で、他社の２倍以上の報酬を請求する会社であるとの印象を閲覧者に

与えるといえる。 15 

  したがって、本件投稿３－①は、原告の故意又は過失により、被告会社

の社会的評価を低下させるものである。 

キ 本件投稿３－②について 

  本件投稿３－②は、「自撮り棒だけわたされて「じゃあ安くやってやる

から、今後は編集だけやってやるから自撮りで撮影やれ。今後仕事をこち20 

らに流さなければチャンネルを使わせない。…」等と自撮り棒だけ渡され、

途方にくれました。」というものであり、被告会社が、値段交渉を行った

原告に対し、料金体系について詳しい説明をすることなく、命令口調で一

方的に自撮り棒を手渡し、今後は自分自身で撮影をするように告げたとい

う事実を摘示するものである。 25 

     このような記載がされれば、被告会社が料金体系について顧客に十分説
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明することなく、また、顧客に対して命令口調で高圧的な態度をとる会社

であるという印象を閲覧者に与えるといえる。 

     したがって、本件投稿３－②は、原告の故意又は過失により、被告会社

の社会的評価を低下させるものである。 

ク 本件投稿３－③について 5 

本件投稿３－③は、原告が被告会社から「なお、お前に肖像権や著作権

はない」等と言われた、「ホームページの今までの実績で掲載している私

の画像を消してほしいですね。肖像権侵害ですよ。」、「まさか、この会社

の代表の名刺とかまだ私の名前のっけていませんよね？こちらも著作権無

しですか。」との記載がされている。これは、被告会社が顧客に対し「お10 

前」と呼び捨てるなど失礼な態度をとり、そのウェブサイトに顧客の画像

を勝手に掲載し、その名刺にも顧客の氏名等を掲載することで、顧客の肖

像権や著作権を侵害しているという事実を摘示するものである。 

このような記載がされれば、被告会社が、顧客に対して失礼な態度をと

るばかりか、顧客の知的財産権を侵害する行為を繰り返しているかのよう15 

な印象を閲覧者に与えるといえる。 

したがって、本件投稿３－③は、原告の故意又は過失により、被告会社

の社会的評価を低下させるものである。 

（原告の主張） 

   ア 本件投稿１－①について 20 

     被告らは、本件投稿１－①について、原告に対し何の理由もなく動画の

引渡しを拒否しているとの事実を摘示すると主張するが、「理由なく」と

は記載されておらず、そのような事実は全く言及されていない。本件投稿

１－①の内容や前後の文脈を見ても、被告らが全く理由なくデータの引渡

しを拒否しているわけではないことは誰の目から見ても容易に想像できる。 25 

     したがって、本件投稿１－①は、被告らの社会的評価を低下させるもの
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ではない。 

   イ 本件投稿１－②について 

     被告らは、本件投稿１－②について、被告会社が本件チャンネルにつき

管理権限を有していることを利用して、不当にも被告会社に仕事を回させ

るという被告らの要求を実現させようとするもので、脅迫罪の構成要件に5 

該当し得る行為であり、詐欺師でも行わないような悪質な行為であるとの

事実を摘示するものであると主張する。 

     しかし、脅迫という言葉は用いたものの、脅迫罪に該当するとは一言も

記載されていない。一般的に「脅迫」は、「脅迫罪に該当する」とは同一

の意味で使われてはおらず、多分に評価を含むものであり、事実の摘示で10 

はない。本件投稿１―②には、「脅迫に近い」と婉曲的な表現が使われて

いるのであるからなおさらである。 

     したがって、本件投稿１－②は事実を摘示するものではなく、名誉毀損

は成立しない。 

   ウ 本件投稿１－③について 15 

     被告らは、被告会社が１本の動画編集当たり１０万円という非常に高額

な費用を請求するという事実を摘示するものであると主張する。 

     しかし、動画編集を１本１０万円で業務を受託することが、「非常に高

額である」とは記載されていないのであり、そのような事実を摘示するも

のではない。また、「吹っかけてくる」との表現が非常に高額な動画編集20 

料金を請求するとの事実の摘示であるとの主張は争う。動画編集を１本１

０万円で受託する会社も少なからず存在するのであり、これが高いか安い

かは、そのサービスの質や内容等様々な要素によって決まるものであるか

ら、本件投稿１－③の内容は被告らの社会的評価を低下させるものではな

い。    25 

   エ 本件投稿１－④について 
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     本件投稿１－④が、被告会社が業務に関し、原告と契約書を取り交わし

ておらず、原告に著作権や肖像権の帰属について説明や取り決めを行って

いないという事実を摘示するものであるという点については認める。 

また、被告らは、本件投稿１－④が、被告Ｂが原告に対して何の理由も

なく動画の引渡しを拒否しているとの事実を前提として、著作権や肖像権5 

が原告に帰属するにもかかわらず、この点に関し被告らが一切無視、つま

り説明すら行わないという論評を加えたものであり、被告らの社会的評価

を低下させると主張するが、否認ないし争う。 

   オ 本件投稿２について 

     被告らは、被告Ｂが粘着質な詐欺師であるという事実を摘示するもので10 

あるなどと主張するが、「粘着質な詐欺師」という表現自体が意味不明で

あり、そのようなことが表現されたものではない。「詐欺師」とは、一般

的に不誠実な取引に及んでいると評価される者も含む意味で用いられてい

るものであり、「クソ粘着」とは、一般的に、とてもしつこい人を評価す

るものとして用いられているから、何らかの事実を摘示したものではない。 15 

     したがって、本件投稿２に名誉毀損は成立しない。 

   カ 本件投稿３について 

     いずれも被告主張の事実の摘示であること、被告らの社会的評価を低下

させるものであることを認める。 

  ⑹ 争点６（本件投稿１－⑤及び１－⑥並びに本件投稿２による人格的利益侵20 

害の成否）について  

   （被告Ｂの主張） 

   ア 本件投稿１―⑤について 

     本件投稿１－⑤は、「元Ｆのメンバー動画編集業者のＢ氏に対する懲罰

の損害賠償を起こすべきか。」、「Ｂを訴えるかどうか投票しました。」、「と25 

りあえずＢ氏の意見に反対の方は裁判に投票。そうでない方は裁判しない
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に投票」というものであるところ、このような原告の本件グループのメン

バーに対する被告Ｂへの「懲罰の損害賠償」訴訟に係る投票の促しは、不

特定多数の者に対し、一緒になって被告Ｂを懲らしめようと促すものであ

り、被告Ｂの名誉感情を侵害する行為である。 

     そして、原告が弁護士であることに鑑みると、上記投稿の閲覧者は、原5 

告の被告Ｂに対する損害賠償請求が認められるものであると受け取る可能

性があり、もはや被告Ｂに対する正当な批判の限度を超えて被告Ｂの人格

に対する攻撃に及んでいるというべきであって、社会通念上許容される限

度を超えている。 

     したがって、本件投稿１－⑤は、被告Ｂに対する社会通念上許容されな10 

い侮辱行為であるといえ、原告の故意又は過失による被告Ｂの人格的利益

の侵害となる。 

   イ 本件投稿１－⑥について 

    本件投稿１－⑥は、「これやばくない？」、「変なやつと組むとえらいこ

とになるだけ」、「商売が下手だと思う。起業家には向いてない」、「こうも15 

上から目線の業者に依頼する気はなくなりました。」、「商売が下手。これ

に尽きる。」、「Ｂさんは商売というものを知らない。」というものであると

ころ、これは、被告Ｂが変人であり、商売が下手で、起業家に向いておら

ず、客に対して横柄な態度をとると論評したものであり、前記アの投稿と

あいまって、被告Ｂの名誉感情が侵害されることは明白であり、社会通念20 

上許される限度を超えている。 

     したがって、本件投稿１－⑥は、被告Ｂに対する社会通念上許容されな

い侮辱行為であるといえ、原告の故意又は過失による被告Ｂの人格的利益

の侵害となる。 

   ウ 本件投稿２について 25 

仮に、本件投稿２が被告らの名誉を毀損するものではないとしても、社
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会通念上許される表現の範囲を逸脱した誹謗中傷である。 

したがって、本件投稿２は、被告Ｂに対する社会通念上許容されない侮

辱行為であるといえ、原告の故意又は過失による被告Ｂの人格的利益の侵

害となる。 

   （原告の主張） 5 

   ア 本件投稿１－⑤について 

     被告Ｂは、投票の促しは、不特定多数の者に対し、一緒になって被告Ｂ

を懲らしめようと促すものであるなどと主張するが、否認ないし争う。原

告にそのような意図はなかった。 

   イ 本件投稿１－⑥について 10 

     被告Ｂは、本件投稿１－⑥につき、前記アの投稿とあいまって、被告Ｂ

の人格的利益が侵害されたなどと主張するが、争う。 

「商売が下手」などの表現は、被告Ｂの人格を攻撃しているものではな

いことは明らかであり、起業家であれば他人から商売が上手か下手かの評

価をされることは当然である。したがって、本件投稿１－⑥の内容は、被15 

告Ｂの社会的地位に照らして受忍限度内のものである。 

   ウ 本件投稿２について 

     本件グループにおいては、メンバーを追放した場合、追放理由を必ず開

示する慣行となっていた。そして、被告Ｂはこのような慣行の存在を知っ

て本件グループに加入したことを踏まえると、本件投稿２は正当な論評で20 

あり受忍限度の範囲内である。 

  ⑺ 争点７（真実性の抗弁の成否）について 

   （原告の主張） 

   ア 本件投稿１－①について 

     本件投稿１－①のうち、「お金を払ったのに、これまで作成した動画の25 

データ引き渡し拒否」という部分については、被告らが動画のデータの引
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渡しを拒否したという事実の摘示であるが、被告らは、実際に本件未公開

動画のデータの引渡しを拒否しているのであるから、同事実は真実であり、

違法性が阻却される。 

   イ 本件投稿１－②について 

     本件投稿１－②のうち、「チャンネルを人質とし、自分に仕事を回せと5 

いう…要求」、「チャンネルを人質に取る」との部分は、被告会社が本件チ

ャンネルにつき管理権限を有していることを利用して、被告会社に仕事を

回させるという被告らの要求を実現させようとするとの事実を摘示するも

のであるが、前記⑴（原告の主張）のとおり、被告会社は原告の承諾なく

本件アカウントのパスワードを変え、被告会社に編集を依頼しなければ本10 

件チャンネルを利用させない旨述べていたのであるから、同事実は真実で

あり、違法性が阻却される。 

   ウ 本件投稿１－③について 

     本件投稿１－③は、被告会社の編集料が１本１０万円であるとの事実を

摘示するものであるところ、被告会社は、原告の顧問先の担当者であるＥ15 

（以下「Ｅ」という。）に対し、１本１０万円の料金で動画の編集をする

ことを提案したことがあり、同事実は真実であるから、違法性が阻却され

る。 

   エ 本件投稿１－④について 

     本件投稿１－④は、被告会社が、業務に関し、原告と契約書を取り交わ20 

しておらず、原告に著作権や肖像権の帰属について説明や取り決めを行っ

ていないという事実を摘示するものであるところ、被告らが本件アカウン

トのパスワードを変更した時点においては、契約書は作成されていないか

ら、同事実は真実である。 

     また、被告らは、本件投稿１－④は、被告Ｂが原告に対して何の理由も25 

なく動画の引渡しを拒否しているとの事実を摘示するものである旨主張す
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るところ、仮にこのような事実の摘示であると認められたとしても、前記

⑶（原告の主張）のとおり、被告会社が本件未公開動画のデータの引渡し

を拒否していることは真実である。 

さらに、前記⑹（原告の主張）ウのとおり、本件グループにおいては、

メンバーを追放した場合追放理由を必ず開示する慣行となっていた。原告5 

は、この慣行にしたがって被告Ｂの追放理由を公開したのであり、本件投

稿１－④には公益目的も認められる。 

よって、違法性が阻却される。 

   オ 本件投稿３について 

     本件投稿３は、原告が、原告のような被害者を出さないようにするため10 

被告会社の口コミを投稿することにしたものであり、公益目的が認められ

る。 

また、本件投稿３の記載内容はいずれも原告が体験した事実であるから

真実である。原告と被告ＢのＬＩＮＥでのやり取り（甲９の１３頁目）に、

被告Ｂが、原告に対し、「お前に、肖像権や著作権はない。」という発言を15 

したことと同趣旨の発言が記載されている。 

     よって、違法性が阻却される。 

   （被告らの主張） 

   ア 専ら公益を図る目的がないこと 

     本件投稿１ないし３の内容に照らし、原告は、被告らを懲らしめる目的、20 

すなわち報復・攻撃目的をもって投稿を行っているといえ、本件投稿１な

いし３に専ら公益を図る目的がないことは明らかである。 

   イ 真実性の立証がないこと 

    (ｱ) 本件投稿１－①について 

      被告らは、本件未公開動画を限定公開設定にした状態で本件チャンネ25 

ルにアップロードしているし、令和３年４月２０日頃、原告に対し、本
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件未公開動画のデータをファイル転送サービスである「ギガファイル便」

で引き渡しているのであるから、本件未公開動画のデータの引渡しを拒

否した事実はない。 

したがって、本件投稿１－①により摘示された事実は真実であるとは

いえない。   5 

     (ｲ) 本件投稿１－②について 

      原告は、被告会社が本件チャンネルにつき管理権限を有していること

を利用して、被告会社に仕事を回させるという被告らの要求を実現させ

ようとするとの事実について、同事実が真実であると主張するが、争う。 

    (ｳ) 本件投稿１－③について 10 

被告会社は、Ｅに対し、チャンネル運用、企画構成、撮影等を全て込

みの対価として動画１本につき１０万円を請求したのであって、動画編

集のみの対価として１０万円を請求したわけではない。これは相場と比

較しても安い金額であり、適正価格から大きく外れた金額ではない。 

したがって、本件投稿１－③により摘示された事実は真実であるとは15 

いえない。 

    (ｴ) 本件投稿１－④について 

      被告会社は原告との間で本件契約書を作成しているし、本件未公開動

画のデータの引渡しを拒否していない。また、被告らは、原告に対し、

本件チャンネル開設時及び本件契約締結時において、著作権の帰属につ20 

いて、適切に説明をしている。 

      したがって、本件投稿１－④により摘示された事実は真実であるとは

いえない。 

    (ｵ) 本件投稿３について 

      被告会社の動画制作及び編集料金は、競合他社と比較しても安価であ25 

るし、他社に劣らない品質のサービスを提供している。 
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また、被告会社は、原告に対し、「お前に、肖像権や著作権はない」

等という発言をしたことや、命令口調で一方的に「今後は自撮り棒で撮

影をするように」等と告げたことは一切ない。 

したがって、本件投稿３により摘示された事実は真実であるとはいえ

ない。 5 

   ウ 小括 

     以上のことから、原告の真実性の抗弁の主張は認められない。 

  ⑻ 争点８（被告らの損害の発生及び損害額）について 

   （被告会社の主張） 

    通常人が本件投稿１ないし３を見ると、原告が詐欺案件に強い弁護士とし10 

て知識と経験を有していると判断するといえ、このような属性を持つ原告に

よる本件投稿１ないし３は、被告会社の社会的評価及び業務上の信用を著し

く毀損するものである。 

    したがって、被告会社が被った無形損害は多大なもので、これを金銭に換

算すると、本件投稿１について５０万円を、本件投稿２について２０万円を、15 

本件投稿３について４０万円を、それぞれ下らない。 

    そして、本件訴訟追行のための弁護士費用相当額は１１万円というべきで

ある。 

以上によれば、原告は、被告会社に対し、不法行為に基づく損害賠償とし

て、合計１２１万円の支払義務を負う。 20 

   （被告Ｂの主張） 

    被告会社と同様に、本件投稿１及び２により、被告Ｂもその人格を疑われ

ることになり、同人の社会的評価や名誉感情は著しく毀損された。 

そして、このような状況に陥ったことで、被告Ｂは、令和３年１２月８日

頃から酷い腹痛やうつ気味となったりする症状に苦しめられることになった。 25 

したがって、被告Ｂが被った精神的苦痛は多大なもので、これを金銭に換
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算すると、本件投稿１について５０万円を、本件投稿２について２０万円を、

それぞれ下らない。 

また、被告Ｂは、令和３年１２月８日頃から１０日頃にかけて苛まれた酷

い腹痛により通院することとなり、合計８５５０円の通院費用を支払ったと

ころ、同通院費用は原告の不法行為と相当因果関係のある損害である。 5 

さらに、本件訴訟追行のための弁護士費用相当額は７万０８５５円という

べきである。 

以上によれば、原告は、被告Ｂに対し、不法行為に基づく損害賠償として、

合計７７万９４０５円の支払義務を負う。 

   （原告の主張） 10 

    被告らの主張する事実については不知であり、同法的評価は争う。 

    本件グループは、原告の顧問先や友人等を中心として形成されたグループ

であり、原告の本件投稿１又は２の有無にかかわらず、被告Ｂが本件グルー

プから除外された時点で、既に被告らが本件グループのメンバーから仕事の

依頼を受けることは見込めない状況が確定しているのであり、被告らが被っ15 

た損害と本件投稿１又は２との間に因果関係はない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 争点１（本件アカウントのパスワード変更による権利侵害の成否等）につい

て 

  ⑴ 本件契約書が真正に成立したといえるか 20 

    原告は、本件契約書の２頁目と３頁目には原告の契印がなく、２頁目と３

頁目が被告らにより差し替えられた可能性があるなどと主張し、文書の成立

の真正を争う。 

    そこで検討すると、まず、前記前提事実⑸のとおり、本件契約書の末尾に

は、原告の署名押印がある。そして、本件契約書は、１頁から４頁までの全25 

体が同じフォントの同じサイズの文字で記載されており、頁相互の内容に齟
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齬はなく、各頁に手書きで記載された頁数は、その筆跡からして同一人の手

によるものと考えられ、他方で、本件契約書において差替え等がされた形跡

はうかがわれないことからすると、一体の文書であると認めるのが相当であ

る。そうすると、本件契約書は、その全体が真正に成立したものと推定する

ことができる。 5 

    これに対し、原告は、本件契約書の２頁目と３頁目には原告の契印がない

から、これらは差し替えられた可能性があると主張するが、契印がなかった

からといって直ちに文書としての一体性が認められないものではなく、他に

その疑いを生じさせる具体的な事情は認められないから、上記推定は覆らな

いというべきである。したがって、原告の上記主張は採用することができな10 

い。  

  ⑵ 本件契約が無効であるか又は解除によって終了しているか 

   ア 原告は、本件契約は、原告にとって何らメリットのないものであり、著

しく不平等な内容の契約を結ばせる暴利行為に当たるから、無効であると

主張するところ、これは、公序良俗違反（民法９０条）を主張するものと15 

解される。 

     しかし、原告において、本件契約の内容の具体的にどの点が不平等な内

容であるかの主張はされていない上、本件契約の内容を見ても、暴利行為

として公序良俗に違反するほどの不平等な契約内容は見当たらない。 

     よって、この点に関する原告の主張は理由がない。 20 

   イ 原告は、被告会社が本件アカウントの管理を全く行っていないから、被

告会社の債務不履行を理由として本件契約を解除したなどと主張する。 

     しかし、原告のいう「アカウントの管理」とは具体的にどのような管理

行為を指すのかは明らかではなく、そのため、被告会社による債務不履行

を基礎付ける事実も明らかではないから、主張自体失当であるといわざる25 

を得ない。      



28 

 

よって、この点に関する原告の主張も理由がない。 

  ⑶ 本件アカウントのパスワード変更により原告の権利が侵害されたといえる

か 

    前記前提事実⑵のとおり、本件チャンネルは、被告会社名義の本件アカウ

ントに紐づくものとして被告Ｂが作成したものであること、前記前提事実⑷5 

のとおり、被告Ｂが本件アカウントのパスワードを変更するまでの間、本件

アカウントにログインし、本件チャンネル上で動画をアップロードしていた

のは被告Ｂであったこと、他方、原告による本件チャンネルの具体的な管理

行為があったとはうかがわれないこと、前記前提事実⑸及び前記⑴のとおり、

原告は、被告Ｂが本件アカウントのパスワードを変更した後ではあるが、本10 

件契約書を作成し、被告会社が本件チャンネルを含む本件アカウントの「所

有者」であることを確認していることからすると、被告Ｂが本件アカウント

を作成した時点から、本件アカウント及びこれに紐づくチャンネルの管理権

限は被告会社にあったと認めるのが相当である。 

    そして、本件チャンネルの管理権限が被告会社にある以上、原告が「本件15 

チャンネルを運営し集客する利益及び作成した動画を自由に編集し管理する

権利」を有していたとはいい難く、被告らによる本件アカウントのパスワー

ド変更が原告の権利を侵害することにはならない。 

    したがって、被告らが本件アカウントのパスワードを変更したことにより、

原告の権利が侵害されたとは認められず、よって、この点に係る不法行為は20 

成立しない。 

 ２ 争点２（本件各サムネイルの掲載による肖像権侵害の成否等）について 

   前記１⑴のとおり、本件契約書は真正に成立したものと認められるから、原

告と被告会社との間において、令和３年１１月２４日、本件契約が締結された

ことが認められる。 25 

そして、前記前提事実⑸の本件契約書の記載内容に照らせば、原告は、本件
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契約において、被告会社が、広報・宣伝目的で、そのウェブサイトに原告の制

作した動画の実績を掲載することを包括的に許可した（本件契約９条２項）と

認められるところ、当該動画の実績の掲載は、被告会社が動画の一部を切り取

って作成したサムネイルを掲載することにより行われていたと認められるから

（弁論の全趣旨）、本件契約が有効に存続している限り、原告は、本件契約に5 

拘束され、被告会社に本件各サムネイルの掲載の中止を求めることはできない

と解するのが相当である。 

   これに対し、原告は、本件契約が無効であるか又は解除により終了している

から、被告会社は本件各サムネイルを掲載し続けることはできない旨を主張す

るものと解されるが、前記１⑵のとおり、本件契約には無効事由がなく、債務10 

不履行に基づく解除も認められないから、原告の同主張は採用することができ

ない。 

したがって、被告らによる原告の肖像権侵害は認められず、この点に係る不

法行為は成立しない。 

 ３ 争点３（被告会社の本件未公開動画のデータ引渡等義務の存否及び義務違反15 

の有無）について 

   原告の主張は、要するに、原告と被告会社との間では、Ｄが逮捕された時点

で被告会社が本件未公開動画を公開する旨合意されていたが、本件アカウント

のパスワードが変更された後は、同義務の履行が期待できなくなったことから、

被告会社が負う義務の内容は、本件未公開動画のデータを原告に引き渡すこと20 

に変化したと主張するものと解される。 

   しかし、本件未公開動画に登場するＤという人物が逮捕された時点で本件未

公開動画を公開する旨の合意については、原告と被告会社との間で、いつ、ど

のようにされたか明らかではなく、かつ、そのような合意の存在を認めるに足

りる証拠はない。 25 

   また、被告会社は、令和３年４月２０日頃、原告に本件未公開動画に係るデ
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ータを引き渡しており（甲８）、原告は、同データの引渡しを受けた後、被告

会社に対し、同データの内容を確認してこれを承諾する旨の連絡をしておらず

（争いがない）、被告会社は、同月２１日、本件未公開動画を限定公開設定で

アップロードしている（前記前提事実⑹）。そして、前記前提事実⑶のとおり、

被告会社は、原告が出演する動画を撮影し、限定公開設定にしたまま本件チャ5 

ンネルに動画をアップロードし、原告から編集後の動画を公開する承諾が得ら

れたら、これを公開設定にするという流れで業務を行っていたことを併せ考慮

すると、被告会社は、従前の流れに従って、編集内容に対する承諾が得られて

いないことから本件未公開動画を公開設定にしていないにすぎないと認められ

る。そうすると、本件未公開動画が公開されていないのは、原告が被告会社に10 

対して上記の承諾を行っていないことが原因であるといわざるを得ない。 

   なお、原告は、自己が本件未公開動画のデータをダウンロードしていないか

ら、被告会社が原告に対して本件未公開動画に係るデータを引き渡したことに

はならないなど、被告会社に債務不履行がある旨を種々主張するが、上記の説

示に照らし、いずれも理由がないというべきである。 15 

   したがって、被告会社において原告主張に係る義務違反があるとは認められ

ない。 

４ 争点５（本件投稿１－①ないし１－④、本件投稿２及び本件投稿３による名

誉棄損の成否）について 

名誉毀損とは、人の品行、徳行、名声、信用等の人格的価値について社会か20 

ら受ける客観的な評価を低下させる行為であるところ、新聞記事等の報道の内

容が人の社会的評価を低下させるか否かについては、一般の読者の普通の注意

と読み方とを基準として判断すべきものであり、このことは、新聞記事等によ

って摘示された事実がどのようなものであるかという点についても妥当するも

のというべきであって、名誉棄損の成否が問題となっている部分の前後の文脈25 

や、記事の公表当時に一般の読者が有していた知識ないし経験等を考慮して判
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断するのが相当である。（新聞報道に関する最高裁昭和２９年（オ）第６３４

号同３１年７月２０日第二小法廷判決・民集１０巻８号１０５９頁、最高裁平

成６年（オ）第９７８号同９年９月９日第三小法廷判決・民集５１巻８号３８

０４頁参照）。 

本件のように、メッセージアプリＬＩＮＥ上に作成されたグループ内におけ5 

る投稿の意味内容が他人の社会的評価を低下させるものであるかどうか及び投

稿によって摘示された事実がどのようなものであるかが問題となる事案につい

ても、当該投稿についての一般の読者の普通の注意と読み方を基準とし、当該

投稿の前後の投稿内容や、投稿当時に一般の読者が有していた知識ないし経験

等を考慮して判断すべきものである。 10 

⑴ 本件投稿１－①について 

  本件投稿１－①は、「お金を払ったのに、これまで作成した動画のデータ

引き渡し拒否」、「ＹｏｕＴｕｂｅ動画編集の引き渡し拒否」というものであ

るところ、その前後の文脈に照らすと、同投稿の内容は、原告が被告ＢにＹ

ｏｕＴｕｂｅの動画編集料を支払い、その料金の中にはデータの引渡しに対15 

する対価も含まれていたにもかかわらず、被告Ｂが編集動画の引渡しを拒否

しているとの事実を摘示するものであると認めることができる。 

  そして、一般の読者の普通の注意と読み方を基準とすれば、このような事

実の摘示は、被告Ｂが、自らの負う債務は適切に履行しないのに、その対価

だけは取得するような人物であるとの印象を与えるといえ、被告Ｂの社会的20 

評価を低下させるといえる。 

  他方で、本件投稿１－①の前後を通じても、被告Ｂと被告会社との関係は

明らかにされておらず、本件グループのメンバーが被告Ｂと被告会社との関

係を知っていたことをうかがわせる証拠もないから、本件投稿１－①により

被告会社の社会的評価が低下したとは認められない。 25 

  よって、本件投稿１－①について、被告Ｂに対する名誉毀損の成立は認め
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られるが、被告会社に対する名誉毀損の成立は認められない。 

⑵ 本件投稿１－②について 

  本件投稿１－②は、「チャンネルを人質とし、自分に仕事を回せという脅

迫に近い要求。」、「いくら管理しているからってチャンネルを人質に取るの

は相手の感情を逆撫でするの逆効果。詐欺師でもこんなことは知ってる。」5 

というものである。そして、本件投稿１－②の前後の文脈に照らすと、本件

投稿１－②は、被告Ｂが、本件チャンネルの管理権限を有していることをい

いことに、原告に本件チャンネルの管理等をさせることを拒否し、被告Ｂに

動画の編集を依頼せざるを得ない状況を実現しようとしているとの事実を摘

示した上、このような行為は違法な脅迫行為に近いものと評価できるとの論10 

評を加えるものであるといえる。 

  そして、一般の読者の普通の注意と読み方を基準とすれば、本件投稿１－

②は、被告Ｂが、自らの権限を濫用し、相手を脅すようなことをしてでも、

仕事を得ようとする人物であるとの印象を与えるものであり、被告Ｂの社会

的評価を低下させるものであるといえる。 15 

  他方で、本件投稿１－②の前後を通じても、被告Ｂと被告会社との関係は

明らかにされておらず、本件グループのメンバーが被告Ｂと被告会社との関

係を知っていたことをうかがわせる証拠もないから、本件投稿１－②により

被告会社の社会的評価が低下したとは認められない。 

  よって、本件投稿１－②について、被告Ｂに対する名誉毀損の成立は認め20 

られるが、被告会社に対する名誉毀損の成立は認められない。 

⑶ 本件投稿１－③について 

  本件投稿１－③は、「こいつの動画編集一本１０マンやで」、「１本１０マ

ンの編集料吹っかけてくる」というものであるところ、同投稿が「吹っかけ

る」との表現を含んでいることに照らすと、単に被告Ｂの動画編集料が１本25 

１０万円であることを摘示するのみならず、同料金が一般的な相場に比して
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高額なもので、被告Ｂの提供するサービス内容に相応しないものであるとの

事実を摘示するものであるといえる。 

    そして、一般の読者の普通の注意と読み方を基準とすれば、このような事

実の摘示は、被告Ｂが、自己の提供するサービスに相応しない高額な料金を

請求してくる者であるとの印象を与えるものであり、被告Ｂの社会的評価を5 

低下させるものである。 

    他方で、本件投稿１－③の前後を通じても、被告Ｂと被告会社との関係は

明らかにされておらず、本件グループのメンバーが被告Ｂと被告会社との関

係を知っていたことをうかがわせる証拠もないから、本件投稿１－③により

被告会社の社会的評価が低下したとは認められない。 10 

  よって、本件投稿１－③について、被告Ｂに対する名誉毀損の成立は認め

られるが、被告会社に対する名誉毀損の成立は認められない。 

⑷ 本件投稿１－④について 

  本件投稿１－④は、「契約書すらないのに、俺の著作権や肖像権は一切無

視」、「契約書はない」、「肖像権の放棄はない」、「契約書がなければ普通に著15 

作権は私ですよ」というものである。 

  本件において、上記投稿が、被告Ｂと原告との間に契約書は存在せず、被

告Ｂから、被告Ｂに編集を依頼した動画の著作権及び肖像権の帰属について

の説明もされなかったとの事実を摘示するものであることは当事者間に争い

がない。 20 

そして、本件投稿１－④は、その前後の文脈に照らすと、動画の著作権や

肖像権の帰属について、契約書もなく、説明もない以上、これらの権利は原

告に帰属しているといえ、原告は、同権利の行使として、被告Ｂに対して動

画のデータを引き渡すことを請求できるにもかかわらず、被告Ｂはその引渡

しを拒否しているとの事実を摘示するものであると認められる。 25 

  上記摘示事実における原告の主張に法的な根拠が認められるか否かはさて
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おき、一般の読者の普通の注意と読み方を基準とすれば、このような事実の

摘示は、被告Ｂが、原告が動画の著作権や肖像権を有しているにもかかわら

ず、その権利を軽視し、動画の引渡しを拒んでいるとの印象を与えるもので

あり、被告Ｂの社会的評価を低下させるものである。 

  他方で、本件投稿１－④の前後を通じても、被告Ｂと被告会社との関係は5 

明らかにされておらず、本件グループのメンバーが被告Ｂと被告会社との関

係を知っていたことをうかがわせる証拠もないから本件投稿１－④により被

告会社の社会的評価が低下したとは認められない。 

  よって、本件投稿１－④について、被告Ｂに対する名誉毀損の成立は認め

られるが、被告会社に対する名誉毀損の成立は認められない。   10 

⑸ 本件投稿２について 

  本件投稿２は、前後の文脈に照らし、被告Ｂを「詐欺師のくそ粘着」と呼

称するものであるが、同投稿は、被告らについての事実の摘示を含むものと

はいい難いし、何らかの事実に基づいた被告らに対する論評であるともいい

難い。 15 

  よって、本件投稿２について、被告らに対する名誉毀損の成立は認められ

ない。 

⑹ 本件投稿３－①について 

  本件投稿３－①が、競合他社と比較して、被告会社は、半分以下の品質の

サービスしか提供していないにも関わらず、２倍以上の報酬を請求する会社20 

であり、サービスと報酬が釣り合っていないという事実を摘示するものであ

ること、一般の読者の普通の注意と読み方を基準とすれば、このような事実

の摘示は、被告会社が質の悪いサービスしか提供せず、他方で、他社の２倍

以上の報酬を請求する会社であるとの印象を与えるものであるといえ、本件

投稿３－①は、被告会社の社会的評価を低下させるといえる。 25 

  したがって、本件投稿３－①について、被告会社に対する名誉毀損の成立
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が認められる。 

⑺ 本件投稿３－②について 

  本件投稿３－②が、被告会社が、同社と動画編集料に関する値段交渉を行

った原告に対し、料金体系について詳しい説明をすることなく、命令口調で

一方的に自撮り棒を手渡し、今後は自分自身で撮影をするように告げたとい5 

う事実を摘示するものであること、一般の読者の普通の注意と読み方を基準

とすれば、このような事実の摘示は、被告会社が、料金体系について顧客に

十分説明することなく、また顧客に対して命令口調で高圧的な態度をとる会

社であるという印象を与えるものであるといえ、本件投稿３－②は、被告会

社の社会的評価を低下させるといえる。 10 

したがって、本件投稿３－②について、被告会社に対する名誉毀損の成立

が認められる。 

⑻ 本件投稿３－③について 

  本件投稿３－③が、被告会社が顧客に対して「お前」と呼び捨てるなど失

礼な態度をとり、そのウェブサイトに顧客の画像を勝手に掲載し、その名刺15 

にも顧客の名前を掲載することで、顧客の肖像権や著作権を侵害していると

いう事実を摘示するものであること、一般の読者の普通の注意と読み方を基

準とすれば、このような事実の摘示は、被告会社が、顧客に対して失礼な態

度をとるばかりか、顧客の知的財産権を侵害する行為を繰り返しているかの

ような印象を与えるものであるといえ、本件投稿３－③は、被告会社の社会20 

的評価を低下させるといえる。 

したがって、本件投稿３－③について、被告会社に対する名誉毀損の成立

が認められる。 

 ５ 争点６（本件投稿１－⑤及び１－⑥並びに本件投稿２による人格的利益侵害

の成否）について 25 

   人の名誉感情が侵害されたとしても、これによって直ちに不法行為が成立
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するものではなく、社会通念上許される限度を超える侮辱行為であると認め

られる場合に初めて人格的利益の侵害が認められる。そこで、本件投稿１－

⑤及び１－⑥並びに本件投稿２が社会通念上許される限度を超える侮辱行為

であると認められるかについて、以下検討する（なお、被告Ｂは、本件投稿

２について、被告らに対する名誉棄損が成立しない場合には予備的に被告Ｂ5 

に対する侮辱の成立を主張するものである。）。  

  ⑴ 本件投稿１－⑤について 

    本件投稿１－⑤は、「元Ｆのメンバー動画編集業者のＢ氏に対する懲罰の

損害賠償を起こすべきか。」、「Ｂを訴えるかどうか投票しました。」、「とり

あえずＢ氏の意見に反対の方は裁判に投票。そうでない方は裁判しないに10 

投票」というものであるところ、これらの表現は、いずれも被告Ｂに対す

る訴訟を提起するべきかどうかというアンケートに回答するよう呼びかけ

るにすぎないものであり、同表現自体が被告Ｂの人格を傷つけるような内

容を含むものとはいえず、被告Ｂに対する社会通念上許される限度を超え

る侮辱行為であるとは認められず、人格的利益の侵害があるとはいえない。     15 

  ⑵ 本件投稿１－⑥について 

    本件投稿１－⑥は、「これやばくない？」、「変なやつと組むとえらいこと

になるだけ」、「商売が下手だと思う。起業家には向いてない」、「こうも上

から目線の業者に依頼する気はなくなりました。」、「商売が下手。これに尽

きる。」、「Ｂさんは商売というものを知らない。」というものであるところ、20 

これらの表現自体は、被告Ｂの経営者としての仕事の進め方や経験の浅さ

等を批評するにとどまるもので、被告Ｂの人格を攻撃する侮辱的表現であ

るとはいい難い。そして、被告Ｂが、会社の経営者であって、会社の経営

やその提供するサービスに関して批判を受け得る立場にあり、他方で、原

告は、被告Ｂが代表者を務める被告会社に対し、対価を支払って動画の編25 

集等を依頼したことを考慮すると、これらの表現が社会通念上許される限
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度を超える侮辱行為であるとは認められず、人格的利益の侵害があるとは

いえない。 

  ⑶ 本件投稿２について 

    本件投稿２は、被告Ｂについて、「詐欺師のくそ粘着」と称するものであ

るところ、本件投稿２と同じく本件グループに投稿された本件投稿１の内5 

容に照らせば、原告は、被告Ｂが動画編集料を徴収しているにもかかわら

ず、自らは動画を引き渡す債務の履行をしないことを具体的根拠とし、被

告Ｂを「詐欺師のくそ粘着」と称しているものと解され、具体性を伴う表

現であることから、被告Ｂの名誉感情を著しく害するものであり、社会通

念上許容される限度を超える侮辱行為というべきである。 10 

    したがって、本件投稿２は、被告Ｂの人格的利益を侵害するものである

といえ、同投稿内容に照らし、被告Ｂの人格的利益の侵害につき、原告に

故意があったと認められる。 

６ 争点７（真実性の抗弁の成否）について 

  事実を摘示しての名誉毀損の場合、その行為が公共の利害に関する事実に係15 

り、その目的が専ら公益を図ることにあった場合に、摘示された事実がその重

要な部分について真実であるとの証明があったときには、上記行為には違法性

がなく、仮に上記事実が真実であることの証明がないときにも、行為者におい

て上記事実を真実と信ずるについて相当の理由があれば、その故意又は過失は

否定される（真実性の抗弁。最高裁昭和３７年（オ）第８１５号同４１年６月20 

２３日第一小法廷判決・民集２０巻５号１１１８頁、最高裁昭和５６年（オ）

第２５号同５８年１０月２０日第一小法廷判決・裁判集民事１４０号１７７頁

参照）。 

  原告は、本件投稿１－①ないし１－③の摘示事実は真実であり、本件投稿１

－④及び本件投稿３には公益目的があり、かつ摘示事実は真実であると主張す25 

ることから、真実性の抗弁を主張しているものと解される。 
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  もっとも、本件投稿１－①ないし１－③について、原告は、その摘示事実が

公共の利害に関する事実に係るものであること及びその目的が専ら公益を図る

ことにあることの主張をしていないことから、真実性の抗弁の要件を満たさず、

原告の主張は失当である。 

  そこで、以下、本件投稿１－④及び本件投稿３について、真実性の抗弁が成5 

立するか否かを検討する。 

⑴ 本件投稿１－④について 

  ア 公共の利害に関する事実に係るものであったこと及び目的が専ら公益を

図るものであったことについて 

   本件投稿１－④について、本件全証拠によっても、これにより摘示され10 

た事実が公共の利害に関する事実に係るものとは認められず、専ら公益を

図る目的があったとも認められない。 

この点に関し、原告は、本件グループにおいては、メンバーを追放した

場合、追放理由を必ず開示する慣行となっていたものであり、公益目的が

認められるなどと主張するが、本件グループにそのような慣行があった事15 

実は何ら立証されておらず、原告の主張する事実は認められない上、ＬＩ

ＮＥ上に作成された私的なグループにおいて、メンバーを追放した理由を

明らかにすることが公益を図る目的であったとは認め難いから、本件投稿

１－④に専ら公益目的があったとも認められない。 

イ 摘示された事実がその重要な部分において真実であると認められるか 20 

  本件投稿１－④は、前記４⑷のとおり、動画の著作権や肖像権の帰属に

ついて、契約書もなく説明もないから、これらの権利は原告に帰属してい

るといえ、同権利の行使として原告は被告Ｂに動画のデータを引き渡すこ

とを請求することができるにもかかわらず、被告Ｂはその引渡しを拒否し

ているとの事実を摘示するものであると認められる。 25 

そして、弁論の全趣旨によれば、原告が主張するとおり、被告会社が本
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件アカウントのパスワードを変更した時点において、契約書は作成されて

いなかったことは真実であると認められるが、それ以外の事実が真実であ

ることを認めるに足りる証拠はない（なお、本件において、被告Ｂが本件

未公開動画のデータの引渡義務に違反していると認められないことは、前

記３のとおりである。）。 5 

よって、本件投稿１－④において摘示された事実のうち、重要な部分に

おいて真実であるとの証明があったとは認められない。 

   ウ 小括 

     よって、本件投稿１－④については、摘示された事実が公共の利害に関

する事実に係るものであったとは認められず、専ら公益目的に基づいてな10 

されたものとも認められない上、その摘示された事実のうち重要な部分に

おいて真実であるとの証明があったとも認められないから、原告の真実性

の抗弁の主張は理由がない。 

⑵ 本件投稿３について 

ア 公共の利害に関する事実に係るものであったこと及び目的が専ら公益を15 

図るものであったことについて 

    本件投稿３については、本件全証拠によっても、これにより摘示された

事実が公共の利害に関する事実に係るものであったとは認められず、専ら

公益を図る目的があったとも認められない。 

イ 摘示された事実がその重要な部分において真実であると認められるか 20 

本件投稿３において摘示された事実について、真実性の立証は全くされ

ていない。 

なお、原告は、原告と被告ＢのＬＩＮＥでのやり取りの証拠である甲第

９号証の１３頁目において、被告Ｂが原告に対して「お前に、肖像権や著

作権はない。」という発言をしたことと同趣旨の発言が記載されていると25 

主張するが、同証拠の該当頁にそのような記載は見当たらない。 



40 

 

  ウ 小括 

    よって、本件投稿３については、摘示された事実が公共の利害に関する

事実に係るものであったとは認められず、専ら公益目的に基づいてなされ

たものとも認められない上、その摘示された事実のうち重要な部分におい

て真実であるとの証明があったとも認められないから、原告の真実性の抗5 

弁の主張は理由がない。 

    そして、本件投稿１－①ないし１－④及び本件投稿３の内容に照らせば、

原告に、被告Ｂの名誉権侵害につき故意があったと認められる。 

７ 争点８（被告らの損害の発生及び損害額）について 

 ⑴ 被告Ｂの損害額 10 

   被告Ｂは、本件投稿１－①ないし１－④により、その名誉が毀損され、本

件投稿２により、人格的利益を侵害されたと認められる。そして、これらの

投稿が、約２００人のＦ内でのみされていること、同投稿は一度の機会のみ

においてされており、執拗に繰り返されたわけではないこと、その表現内容

は、具体的な紛争の背景や事実関係を明示しているわけではなく、法的にも15 

正当な内容を述べていると直ちに評価し難いことに照らすと、読者によって

は原告の主張が正当であると理解しない者もいると考えられるから、被告Ｂ

の社会的評価の低下の程度及び人格的利益侵害の程度は軽微なものにとどま

るといえる。 

   これらに加え、本件投稿１が一連の投稿としてされていることを考慮する20 

と、被告Ｂの損害額については、本件投稿１及び本件投稿２のそれぞれにつ

き５万円と認めるのが相当である。 

そして、原告による名誉毀損と相当因果関係のある弁護士費用相当額は本

件投稿１及び本件投稿２のそれぞれにつき１万円と認めるのが相当である。 

   なお、被告Ｂは、原告の本件投稿１及び２により腹痛になり、通院費用を25 

支出せざるを得なかったとして、同通院費用をも名誉毀損による損害として
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主張するが、被告Ｂが本件投稿１及び２により腹痛となったことについて相

当因果関係を認めるに足りる証拠はないから、同主張に係る請求は理由がな

い。 

   以上によれば、被告Ｂの損害額は合計１２万円となる。 

 ⑵ 被告会社の損害額 5 

   被告会社は、本件投稿３により、その名誉が毀損されたと認められ、同投

稿がオンライン上で誰もが閲覧できる状態でされていること、弁護士事務所

の弁護士であるとの肩書をつけた上で、実名でされた投稿であること、同投

稿内容は、原告と被告会社に属する者との具体的な会話の内容が記載され、

読者に現実味のある投稿であると受け取られやすいことなどに照らすと、被10 

告会社の事業に少なからず影響を及ぼした可能性は否定できない。他方で、

本件投稿３は一度の機会にのみされたもので、執拗に繰り返されたものでは

ないことなどを考慮すれば、被告会社の損害額は、これを１０万円と認める

のが相当である。 

   そして、原告による名誉毀損と相当因果関係のある弁護士費用相当額は２15 

万円と認めるのが相当である。 

   以上によれば、被告会社の損害額は合計１２万円となる。 

８ 小括 

以上によれば、原告の名誉毀損又は人格的利益の侵害（侮辱）と相当因果

関係のある損害額は、被告Ｂにつき１２万円、被告会社につき１２万円とそ20 

れぞれ認められる。 

 ９ 結論 

以上の次第で、原告の本訴請求はいずれも理由がないからこれを棄却し、被

告らの反訴請求は主文の限度で理由があるからこれを認容し、その余は理由が

ないからこれを棄却することとして、主文のとおり判決する。 25 

東京地方裁判所民事第２９部 



42 

 

 

 

    裁判長裁判官 

                               

               國 分 隆 文 5 

 

 

       裁判官 

                               

               小 川  暁 10 

 

 

       裁判官 

                               

               バ ヒ ス バ ラ ン 薫 15 

  



43 

 

（別紙サムネイル目録 省略） 
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（別紙） 

未 公 開 動 画 目 録 

 

令和３年４月２１日に本件アカウントに限定公開の状態でアップロードされた「詐

欺に強い弁護士Ａが、取り上げてほしいと問い合わせのあった有名雑誌Ｇで勧誘を5 

繰り返すＤを取り上げてみました！」というタイトル名の動画 

閲覧用ＵＲＬ：https://（以下省略） 

以 上 
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（別紙） 

投 稿 目 録 

１ 本件投稿１ 

「自分の詐欺撲滅活動が金儲けのためだと断じて、さらに、自分の編集した動

画の著作権は自分にあるといいだし、①お金を払ったのに、これまで作成した動5 

画のデータ引き渡し拒否」 

「⑥これやばくない？」 

「いや、これ裁判していい？」 

「③こいつの動画編集一本１０マンやで」 

「とはいえ一応Ｆの元メンバーなんで民主的に投票します」 10 

（「①ＹｏｕＴｕｂｅ動画編集の引き渡し拒否した⑤元Ｆのメンバー動画編集

業者のＢ氏に対する懲罰の損害賠償を起こすべきか。」というタイトルで、本件

グループのメンバーに「速やかな訴訟を」「やめとけ」の２択で投票を求めるフ

ォームを作成） 

「著作権や肖像権があるのは俺だろ。編集業者が何で著作権もってんだ！」 15 

「俺が演者としてギャラもらってるのはわかるがこっちは一本３まんはらって

る」 

「⑤Ｂを訴えるかどうか投票しました。みなさん参加お願いします。」 

「④契約書すらないのに、俺の著作権や肖像権は一切無視」 

「自分が紹介した古巣のＨにすら③１本１０マンの編集料吹っかけてくるし、20 

追放してよかったわ。」 

「それで著作権まで主張するなんてやりすぎでしよ」 

「④契約書はない」 

「ただ金払ってるのはこちら。素材提供はこちら」 

「④肖像権の放棄はない」 25 

「⑤とりあえずＢ氏の意見に反対の方は裁判に投票。そうでない方は裁判しな
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いに投票」 

「④契約書がなければ普通に著作権は私ですよ」 

「逆なんです。素材提供して金払ってるので」 

「裁判やって勝てばわかりますよ」 

「②チャンネルを人質とし、自分に仕事を回せという脅迫に近い要求。こんな5 

やつに仕事回すくらいならＹｏｕＴｕｂｅやめますわ」 

「いや自分一人でやってれば問題ないですが」 

「⑥変なやつと組むとえらいことになるだけ」 

「法律論はおいとくとしても、こんなこといわれて気持ちよく依頼者がこの業

者に依頼できるだろうか。。。まず断られるのだろう。若い人なんで仕方ないが。10 

⑥商売が下手だと思う。起業家には向いてない」 

「実際、チャンネルの著作権とか所有権は自分にあるとか、そんなこといわず

にいてくれれば、元々の付き合いがあるのだし十分に話し合いで譲歩する気持ち

はあったが、⑥こうも上から目線の業者に依頼する気はなくなりました。」 

「⑥商売が下手。これに尽きる。自分だったらもっと、上手く相手を宥めて落15 

ち着かせれたかなとは思ってます」 

「②いくら管理しているからってチャンネルを人質に取るのは相手の感情を逆

撫でするの逆効果。詐欺師でもこんなことは知ってる。⑥Ｂさんは商売というも

のを知らない。」 

２ 本件投稿２ 20 

「詐欺師のくそ粘着がでたらめこきまくって★１つけまくっていて。。」 

「だれか★５つけてくださいますか。ご協力よろしくお願いします( ;∀;)」 

（第三者の投稿：Ｂ氏ですよね、、、V チューバーのアカウントで。） 

「うん、Ｂ」 

３ 本件投稿３ 25 

「まず、①サービスは他の業者の半分以下の仕事で倍以上の値段をとるという
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印象です。 

①別の業者との比較ですが、他の業者だと、値段は半分以下で音質もよく、フ

ルで字を入れてくれます。あきらかに値段とサービスが一致してませんね。 

①１本３万はサービスに見合ってないというと(これでもやすくやってくれて

いるそうな)、②自撮り棒だけわたされて「じゃあ安くやってやるから、今後は5 

編集だけやってやるから自撮りで撮影やれ。今後仕事をこちらに流さなければチ

ャンネルを使わせない。③なお、お前に肖像権や著作権はない」②等と自撮り棒

だけ渡され、途方にくれました。 

編集料１５０万返してほしいし、③ホームページの今までの実績で掲載してい

る私の画像を消してほしいですね。肖像権侵害ですよ。 10 

③まさか、この会社の代表の名刺とかまだ私の名前のっけていませんよね？こ

ちらも著作権無しですか。」 

以 上 

 


